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移転通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日　　　付

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房会計官付経理室長　殿
　（技術連携推進官　気付）

                                      （受託者）住　　所
                                                名称及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連 絡 先

　　　　　年　月　日付
○○年度安全保障技術研究推進制度「（委託業務題目）」

　上記の委託業務の成果に係る知的財産権について、委託契約書第２７条第３項に基づき、下記のとおり通知します。

記

１．移転した知的財産権
	知的財産権の種類（注1）
及び番号（注2）
	知的財産権の名称（注3）

	

	




２．移転先
住　　　所：
法人の名称：
代表者氏名：
    担当部署名：
　　連　絡　先：
　　事業の概要：

　３．移転日

４．当該移転が認められる理由（以下のいずれかを選択する。）
（１）契約書第２７条第２項の規定に基づき、国の承認を受けたため（承認書の写しを添付する。）
（２）以下の理由により承認が不要であるため（ア～エのいずれかを選択する。）
ア 子会社又は親会社への移転であるため
イ 承認ＴＬＯ又は認定ＴＬＯへの移転であるため
ウ 技術研究組合からその組合員への移転であるため
エ 合併又は分割による移転であるため

５．誓約事項
当該知的財産権の移転を行うにあたり、契約書第２５条から第３０条及び第３３条の規定の適用に支障を与えないよう移転先に約させました。

（記載要領）
（注１）特許権、実用新案権、意匠権、回路配置利用権、育成者権、著作権のうち、該当するものを記載する。
（注２）設定登録番号、又は設定登録の出願、申請番号
（注３）⑴　発明、考案、意匠については、その名称
⑵　回路配置については、半導体集積回路の名称、及び種類（構造、技術、機能）
⑶　植物体の品種については、農林水産植物の種類（属、種、亜種）、出願品種の名称
⑷　著作権については、著作物の名称
（注４）移転先及び承認理由が同じ場合は、複数の移転する知的財産権を列挙すること、又は「別紙のとおり」として一覧に記載することも可。ただし、契約ごとに分けること。


